
第119期

2024年 1月 1日から

2024年12月31日ま で

日 本 通 運 株 式 会 社

計 算 書 類



( 単位: 百万円)

金　 　 額 金　 　 額

流　 　 動　 　 資　 　 産 流　 　 動　 　 負　 　 債　 　

76 90, 474

13, 722 1

195, 861 102, 356

5, 659 2, 768

20 5, 228

1, 510 19, 691

9, 599 10, 635

4, 089 4, 324

11, 152 11, 682

1, 122 14, 755

△ 410 10, 305

242, 405 4

固　 　 定　 　 資　 　 産 8, 319

有　 形　 固　 定　 資　 産 78

109, 368 280, 627

△ 75, 793 固　 　 定　 　 負　 　 債

（ 純額） 33, 574 35, 000

434, 496 8, 073

△ 270, 150 8, 132

（ 純額） 164, 345 109, 787

53, 813 20, 151

△ 41, 325 270

（ 純額） 12, 488 0

45, 364 181, 416

△ 31, 029 462, 044

（ 純額） 14, 335

38, 906 株　 　 主　 　 資　 　 本

△ 29, 404 70, 175

（ 純額） 9, 501

4, 635 26, 908

△ 2, 279 26, 908

（ 純額） 2, 355

117, 079 17, 543

15, 307

△ 5, 439 36, 221

（ 純額） 9, 867 100, 000

2, 664 52, 535

366, 212 206, 300

無　 形　 固　 定　 資　 産 303, 384

4, 316 303, 384

510

33, 307

15

38, 149

投　 資　 そ　 の　 他　 の　 資　 産

5, 518

56, 051

184

939

25

223

118

1, 819

15, 940

36, 602

1, 655

△ 416

118, 660

523, 022

765, 428 765, 428

貸  借  対  照  表 
2024年12月31日　 現在

科 目 科 目

資　 　 　 産　 　 　 の　 　 　 部 負　 　 　 債　 　 　 の　 　 　 部

長 期 預 り 金

貯 蔵 品 リ ー ス 債 務

従 業 員 に 対 す る 短 期 債 権 資 産 除 去 債 務

未 払 金

現 金 及 び 預 金 営 業 未 払 金

受 取 手 形 短 期 借 入 金

営 業 未 収 入 金 関 係 会 社 短 期 借 入 金

前 払 費 用

前 受 金立 替 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

前 渡 金

未 払 費 用

関 係 会 社 長 期 借 入 金

建 物 リ ー ス 債 務

長 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

長 期 未 払 金

預 り 金貸 倒 引 当 金

従 業 員 預 り 金

そ の 他

建 物 退 職 給 付 引 当 金

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額 資 産 除 去 債 務

構 築 物

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品

船 舶

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

資 本 金

減 価 償 却 累 計 額

資 本 剰 余 金

船 舶

機 械 及 び 装 置

固 定 負 債 合 計

工 具 、 器 具 及 び 備 品

負 債 合 計

減 価 償 却 累 計 額

純　 　 資　 　 産　 　 の　 　 部

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 株 式

利 益 剰 余 金 合 計

リ ー ス 資 産

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

土 地

リ ー ス 資 産

株 主 資 本 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

従 業 員 に 対 す る 長 期 貸 付 金

そ の 他

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

借 地 権

貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

出 資 金

純 資 産 合 計

関 係 会 社 出 資 金

減 価 償 却 累 計 額
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1, 130, 048

1, 057, 963

72, 084

人 件 費 9, 277

減 価 償 却 費 6, 070

広 告 宣 伝 費 381

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 19

租 税 公 課 3, 009

事 務 委 託 費 4, 772

そ の 他 19, 732

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 合 計 43, 263

28, 820

受 取 利 息 58

受 取 配 当 金 10, 839

車 両 売 却 益 59

為 替 差 益 78

雑 収 入 2, 378

営 業 外 収 益 合 計 13, 414

支 払 利 息 530

車 両 売 却 除 却 損 141

賠 償 ・ 和 解 金 387

雑 支 出 454

営 業 外 費 用 合 計 1, 513

40, 721

固 定 資 産 売 却 益 4, 621

投 資 有 価 証 券 売 却 益 349

関 係 会 社 株 式 売 却 益 673

特 別 利 益 合 計 5, 644

固 定 資 産 処 分 損 10, 272

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

関 係 会 社 株 式 売 却 損 904

関 係 会 社 株 式 評 価 損 34

減 損 損 失 5, 479

そ の 他 特 別 損 失 852

特 別 損 失 合 計 17, 544

28, 820

11, 515

△ 5, 238

6, 276

22, 543当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

損　 益　 計　 算　 書

科　 　 　 　 　 　 目

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 総 利 益

金　 　 　 　 額

2024年1月1日から 2024年12月31日ま で

売 上 高

　 　 　 ( 単位: 百万円)

売 上 原 価

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益
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（ 単位: 百万円） 　

資本剰余金

70, 175 26, 908 17, 543 36, 765 100, 000 52, 466 206, 776 303, 859 303, 859

固定資産圧縮積立金の取崩 △ 5, 405 5, 405      ―      ―      ― 

固定資産圧縮積立金の積立 4, 861 △ 4, 861      ―      ―      ― 

剰余金の配当 △ 23, 018 △ 23, 018 △ 23, 018 △ 23, 018

当期純利益 22, 543 22, 543 22, 543 22, 543

     ―      ―      ― △ 544      ― 69 △ 475 △ 475 △ 475

70, 175 26, 908 17, 543 36, 221 100, 000 52, 535 206, 300 303, 384 303, 384

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

株主資本等変動計算書

2024年1月1日から 2024年12月31日ま で

資本準備金
利益

準備金

資本金

利　 益　 剰　 余　 金

株主
資本
合計

当期首残高

固定資産
圧縮

積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

株　 　 　 　 　 主　 　 　 　 　 資　 　 　 　 　 本

純資産
合　 計

当期末残高

当期変動額

当期変動額合計
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（ 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

Ａ ． 有価証券の評価基準及び評価方法

（ 1） 子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法によ る 原価法によ っ ており ま す。

（ 2） その他有価証券

ａ ． 市場価格のない株式等以外のも の

　 　 期末日の市場価格等に基づく 時価法によ っ ており 、 評価差額は全部純資産直入法に

　 よ り 処理し 、 売却原価は移動平均法によ っ ており ま す。

ｂ ． 市場価格のない株式等

　 　 移動平均法によ る 原価法によ っ ており ま す。

Ｂ ． デリ バティ ブの評価基準及び評価方法

　 時価法によ っ ており ま す。

Ｃ ． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 貯蔵品の評価は、 移動平均法によ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価

切り 下げの方法） によ っ ており ま す。 　

2. 固定資産の減価償却の方法

Ａ ． 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

　 定額法によ っ ており ま す。

Ｂ ． 無形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

　 定額法によ っ ており ま す。 なお、 自社利用のソ フ ト ウ エアについては、 社内における 利用

可能期間（ 5～10年） に基づく 定額法によ っ ており ま す。

Ｃ ． リ ース 資産

　 リ ース 期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法によ っ ており ま す。

3. 引当金の計上基準

Ａ ． 貸倒引当金

　 債権の貸倒損失に備える ため、 一般債権については貸倒実績率によ り 、 貸倒懸念債権等に

ついては個別に回収可能性を 勘案し 、 回収不能見込額を 引当計上し ており ま す。

Ｂ ． 賞与引当金

　 従業員の賞与に備える ため、 支給見込額の期間対応額を 引当計上し ており ま す。

Ｃ ． 役員賞与引当金

　 役員の賞与に備える ため、 支給見込額の期間対応額を 引当計上し ており ま す。

Ｄ ． 退職給付引当金

　 従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき 計上し ており ま す。

　 退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のと おり です。

（ 1） 退職給付見込額の期間帰属方法

　 退職給付債務の算定にあたり 、 退職給付見込額を 当事業年度末ま での期間に帰属さ せ

る 方法については、 期間定額基準によ っており ま す。

（ 2） 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　 過去勤務費用は、 その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（ 15年） に

よ る 定額法によ り 費用処理し ており ま す。

 　 数理計算上の差異は、 各事業年度の発生時における 従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（ 15年） によ る 定額法によ り 按分し た額を それぞれ発生の翌事業年度から 費用

処理し ており ま す。

Ｅ ． 関係会社事業損失引当金

　 関係会社の事業に係る 損失に備える ため、 当該会社の財政状態を勘案し 、 投資額を 超えて、

当社が負担する こ と と なる 損失見込額を計上し ており ま す。

個 別 注 記 表
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4. 収益及び費用の計上基準

Ａ ． 収益の認識方法

　 以下の5ス テッ プアプロ ーチに基づき 、 収益を 認識し ており ま す。

ス テッ プ1： 顧客と の契約を 識別する 。

ス テッ プ2： 契約における 履行義務を 識別する 。

ス テッ プ3： 取引価格を 算定する 。

ス テッ プ4： 契約における 履行義務に取引価格を 配分する 。

ス テッ プ5： 履行義務を 充足し た時に又は充足する につれて収益を 認識する 。

　 顧客と の契約に含ま れる 別個の財又はサービ ス を識別し 、 こ れを取引単位と し て履行義務

を 識別し ており ま す。

　 取引価格は、 約束し た財又はサービ ス の顧客への移転と 交換に当社が権利を 得る と 見込ん

でいる 対価の金額で測定し ており ま す。 ま た、 顧客から の取引の対価は、 財又はサービ ス を

顧客に移転する 時点から 概ね1年以内に受領し ており 、 重要な金融要素は含んでおり ま せん。

Ｂ ． 主な取引における 収益の認識

　 当社は、 鉄道取扱、 自動車運送、 航空運送及び海上運送等によ る ロ ジス ティ ク ス 事業並び

に工事請負契約に基づく 重量品建設事業を 行っ ており ま す。 ロ ジス ティ ク ス 事業においては、

輸送期間の経過に伴い荷物は発地点から 着地点に移動・ 近接し 顧客はその便益を享受でき る

こ と から 、 一定の期間にわたり 履行義務が充足さ れる と 判断し 、 輸送期間に応じ た進捗度に

基づき 収益を認識し ており ま す。 ま た、 重量品建設事業においては、 一定の期間にわたり 履

行義務が充足さ れる と 判断し 、 建設プロ ジェ ク ト の見積総原価に対する 事業年度末ま での発

生原価の割合で履行義務の充足に係る 進捗度を 測定する 方法に基づいて収益を 認識し ており

ま す。

5. その他計算書類の作成のための基本と なる 重要な事項

消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っており ま す。 ただし 、 資産に係る 控除

対象外消費税等は発生事業年度の期間費用と し ており ま す。

（ 会計上の見積り に関する 注記）

1． 固定資産の評価

　 Ａ ． 当事業年度の計算書類に計上し た金額

減損損失　 5, 479百万円

　 ・ 医薬品事業における 減損損失2, 887百万円

　 ・ 特積み事業における 減損損失2, 591百万円

Ｂ ． 計算書類利用者の理解に資する その他の情報

　 当社は、 固定資産のう ち減損の兆候がある 資産又は資産グループについて、 当該資産又

は資産グループから 得ら れる 割引前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーを 見積り 、 その総額が帳簿価

額を 下回る 場合には、 帳簿価額を 回収可能価額ま で減額し 、 その減少額を 減損損失と し て

計上し ており ま す。

　 減損損失の認識及び測定は、 割引前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ー及び回収可能価額の算定に

おける 正味売却価額算定上の仮定、 使用価値算定のための将来の事業計画や割引率等、 多

く の仮定及びデータ に基づき 実施さ れており ま す。

　 当社の医薬品事業について、 営業活動から 生じ る 損益が継続し てマイ ナス と なっ ている

こ と から 減損の兆候がある と 判断し ており ま す。 当該事業の事業用資産の割引前将来キャ

ッ シュ ・ フ ロ ーは、 経営者によ っ て承認さ れた事業計画等に基づいて見積っ ており ま すが、

前事業年度に想定し ていた売上高の伸長の実現が見込めなく なっ たこ と が明ら かになっ た

為、 今般、 事業計画等の見直し を 行いま し た。 見直し 後の事業計画等に基づき 割引前将来

キャ ッ シュ ・ フ ロ ーを 見積っ たと こ ろ 、 当該割引前将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーが事業用資産

の帳簿価額を下回っ たため、 その割引現在価値によ り 算定し た使用価値と 正味売却価額を

それぞれ算出し ま し た。 その上で、 よ り 金額の大き い正味売却価額を 回収可能価額と し て

帳簿価額と 比較し 、 減損損失を 測定し ま し た。 その結果、 当該事業の事業用資産の帳簿価

額を 下回る 分について、 損益計算書に減損損失2, 887百万円を計上し ており ま す。

　 ま た、 特積み事業の名鉄NX運輸株式会社と の事業統合において、 日本通運の対象事業の

吸収分割については、 譲渡対象純資産が事業価値と し た評価額を 下回っ たため、 減損損失

2, 591百万円を 計上し ており ま す。

　 なお、 特積み事業の名鉄NX運輸株式会社と の事業統合は、 2024年4月にNXト ラ ンス ポート

の株式譲渡を実施し 、 日本通運の対象事業の吸収分割においては2025年1月に実施さ れてお

り ま す。
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（ 貸借対照表等に関する 注記）

1. 担保に供し ている 資産 投資有価証券 百万円

2. 関係会社に対する 金銭債権及び金銭債務　 （ 区分掲記し たも のを除く ）

　 短期金銭債権 百万円

長期金銭債権 　 〃

短期金銭債務 　 〃

長期金銭債務 　 〃

（ 損益計算書に関する 注記）

関係会社と の取引高

売上高 百万円

営業費用 　 〃

営業取引以外の取引 　 〃

（ 株主資本等変動計算書に関する 注記）

1. 発行済株式の種類及び総数に関する 事項

当事業年度の末日における 発行済株式の総数 普通株式 株

2. 配当に関する 事項

Ａ ． 配当金支払額

Ｂ ． 基準日が当事業年度に属する 配当のう ち、 配当の効力発生日が翌事業年度と なる も の

2025年3月28日開催の定時株主総会の議案と し て、 次のと おり 付議いたし ま す。

効力発生日

309

23, 568

6

36, 154

229

44, 545

226, 010

9, 920

決議 株式の種類
配当の総額
（ 百万円）

１ 株当たり
配当額( 円)

基準日

 2024年3月28日
 定時株主総会

普通株式 23, 018 255. 00 2023年12月31日 2024 年 3 月 29 日

決議 株式の種類
配当の総額
（ 百万円）

１ 株当たり
配当額( 円)

基準日 効力発生日

 2025年3月28日
 定時株主総会

普通株式 18, 054 200. 00 2024年12月31日 2025 年 3 月 31 日

90, 270, 089
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（ 収益認識に関する 注記）

1. 収益の分解
　 当社は、 ロ ジス ティ ク ス 事業及び重量品建設事業を 営んでおり 、 当社の収益を 各事業に分解

し た情報は下記のと おり です。

（ 単位： 百万円）

2. 収益を 理解する ための基礎と なる 情報
　 「 （ 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記） 、 ４ ． 収益及び費用の計上基準、 Ａ ． 収益の

認識方法」 に記載のと おり です。

3. 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解する ための情報
Ａ ． 契約残高

顧客と の契約から 生じ た債権、 契約資産及び契約負債の残高は以下のと おり です。

（ 単位： 百万円）

Ｂ ． 残存履行義務に配分し た取引金額

　 当事業年度末において未充足（ ま たは部分的に未充足） の履行義務に配分し た取引価格

の総額及び将来充足する 予想期間別の内訳は以下のと おり です。 なお、 記載金額は重量品

建設事業の建設プロ ジェ ク ト における 未充足の履行義務に係る 取引金額です。

　 なお、 個別の予想契約期間が1年以内の取引は含みま せん。

（ 単位： 百万円）

（ 金融商品に関する 注記）

1. 金融商品の状況に関する 事項
　 当社は、 主と し てNXキャ ピ タ ル株式会社から の借入によ り 資金を 調達し ており ま す。 借入金

の使途は運転資金（ 主と し て短期） 及び設備投資資金（ 長期） と なり ま す。

　 受取手形並びに営業未収入金に係る 顧客の信用リ ス ク は、 社内規定に沿っ てリ ス ク 低減を 図

っ ており ま す。 ま た、 投資有価証券は主と し て株式になり ま す。

2. 金融商品の時価等に関する 事項
　 2024年12月31日（ 当事業年度の決算日） における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額

については、 次のと おり であり ま す。 なお、 短期間で決済さ れる ために時価が帳簿価額に近似

する 金融商品である 現金及び預金、 受取手形、 営業未収入金、 未収入金、 営業未払金、 短期借

入金（ ただし 、 1年内返済予定の長期借入金を 除く ） 並びに預り 金については注記を 省略し て

おり ま す。 ま た、 投資有価証券（ 貸借対照表価額5, 518百万円） 、 関係会社株式（ 貸借対照表

額56, 051百万円） についても 、 時価を 把握する こ と が極めて困難と 認めら れる ため、 次表に含

めており ま せん。

ロ ジス ティ ク ス 重量品建設

一定期間にわたり
移転さ れる サービ
ス

1, 063, 793 49, 816

顧客と の契約から
認識し た収益

1, 063, 793 49, 816

その他の源泉から
認識し た収益

16, 187 252

合計 1, 079, 980 50, 068

当事業年度末
顧客と の契約から 生じ た債権 201, 804
契約資産 7, 780
契約負債 7, 639

当事業年度末

1年以内 3, 511

1年超 670

合計 4, 181
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（ 単位： 百万円）

 ( 注1) 時価の算定に用いた評価技法及びイ ンプッ ト の説明及びデリ バティ ブ取引に関する 事項

金融商品の時価を 時価の算定に用いたイ ンプッ ト の観察可能性及び重要性に応じ て、 以下

の3つのレ ベルに分類し ており ま す。

 レ ベル1の時価： 同一の資産ま たは負債の活発な市場における 調整さ れていない相場価格に

よ っ て算定し た時価

 レ ベル2の時価： レ ベル1のイ ンプッ ト 以外の直接ま たは間接的に観察可能なイ ンプッ ト を

用いて算定し た時価

 レ ベル3の時価： 重要な観察でき ないイ ンプッ ト を 使用し て算定し た時価

　 時価の算定に重要な影響を 与える イ ンプッ ト を 複数使用し ている 場合には、 それら のイ

ンプッ ト がそれぞれ属する レ ベルのう ち、 時価の算定における 優先順位が最も 低いレ ベル

に時価を分類し ており ま す。

（ 1） 長期借入金

　 長期借入金の時価については、 一定の期間ごと に区分し た当該長期借入金の将来キャ

ッ シュ ・ フ ロ ーを 市場金利に当社のス プレ ッ ド を 加味し た利率で割り 引いた現在価値に

よ り 算定し ており 、 レ ベル2の時価に分類し ており ま す。 なお、 １ 年以内に返済予定の

長期借入金を 含めた金額を 記載し ており ま す。

（ 2） デリ バティ ブ取引

　 店頭取引のデリ バティ ブについては取引金融機関よ り 提示さ れた時価によ っ ており 、

金利、 外国為替相場等のイ ンプッ ト を 用いた将来キャ ッ シュ ・ フ ロ ーの割引現在価値に

よ り 算定さ れており 、 レ ベル2の時価に分類し ており ま す。

ヘッ ジ会計が適用さ れていないも の： 決算日における 契約額等、 時価及び評価損益は次

のと おり です。

通貨関連

（ 単位： 百万円）

（ 賃貸等不動産に関する 注記）

　 当社は、 全国各地域において、 賃貸用のオフ ィ ス ビ ル（ 土地を 含む） 、 駐車場（ 土地を 含む） 等

を 有し ており ま す。 当事業年度における 当該賃貸等不動産に関する 賃貸損益は、 8, 629百万円（ 賃

貸収益は売上高に、 主な賃貸費用は売上原価に計上） 、 その他損益は1, 280百万円（ 主に固定資産

売却益と し て計上） であり ま す。

　 ま た、 当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度末の時価は、 次のと おり です。

（ 単位： 百万円）

（ 注1） 貸借対照表計上額は、 取得原価から 減価償却累計額を 控除し た金額です。

（ 注2） 当事業年度末の時価は、 主要な物件については不動産鑑定士によ る 不動産調査報告書

に基づく 金額です。

貸借対照表計上額
( ※1)

時価( ※1) 差額

長期借入金 65, 000 64, 342 658

デリ バティ ブ取引
　 ヘッ ジ会計が適用さ れていないも の

3 3 ―

区分 種類 契約額等 時価 評価損益
う ち1年超

 店頭 為替予約
　 売建
　 　 米ド ル他
　 買建
　 　 米ド ル他

316

57

―

―

3

0

3

0

貸借対照表計上額
当事業年度末の
時価当事業年度

期首残高
当事業年度
増減額

当事業年度
期末残高

22, 023 878 22, 902 188, 174
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（ 税効果会計に関する 注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

1. 繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 百万円

賞与引当金 　 〃

退職給付引当金 　 〃

減損損失 　 〃

未払事業税否認 　 〃

資産除去債務 　 〃

関係会社株式評価損等 　 〃

子会社株式の投資簿価修正 　 〃

その他 　 〃

繰延税金資産小計 　 〃

評価性引当額 　 〃

繰延税金資産合計 　 〃

2. 繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 百万円

退職給付信託設定益等 　 〃

資産除去債務 　 〃

繰延税金負債合計 　 〃

繰延税金資産 百万円

繰延税金負債 　 〃

繰延税金資産の純額 　 〃

3. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこ れら に関する 税効果会計の会計処理

　 当社は、 グループ通算制度を適用し ており ま す。 ま た、 「 グループ通算制度を 適用する 場合

の会計処理及び開示に関する 取扱い」 （ 実務対応報告第42号　 2021年8月12日） に従っ て、 法

人税及び地方法人税の会計処理又はこ れら に関する 税効果会計の会計処理並びに開示を行っ て

おり ま す。

（ 関連当事者と の取引に関する 注記）

253

2, 545

54, 322

7, 421

771

4, 086

13, 261

397

3, 630

86, 690

△ 16, 092

70, 597

△ 15, 970

△ 16, 396

△ 1, 627

△ 33, 995

70, 597

△ 33, 995

36, 602

（ 単位： 百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所
有( 被所有) 割

合( %)

関連当事者
と の関係

取引の内容
取引金額
（ 注1）

科目 期末残高

親会社
NI PPON

EXPRESSホール
ディ ングス ㈱

被所有直接
100%

経営指導

経営運営料
（ 注2）

5, 038 未払金 1, 441

ブラ ンド 使
用料の支払

（ 注3）
7, 956 未払金 2, 143

親会社の
子会社

NXキャ ピ タ ル
㈱

―
資金の貸付
資金の借入

資金の貸付
資金の借入

（ 注4）

関係会社
短期借入

金
102, 356

―
関係会社
長期借入

金
35, 000

79, 161
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取引条件及び取引条件の決定方針等

（ 注1） 取引金額には消費税等を含めており ま せん。 期末残高には消費税等を 含めており ま す。
（ 注2） 経営運営料については、 親会社がグループ内取引を除いた連結消去後の外部売上高及び

純資産に料率を 乗じ て徴収額を 決定し ており ま す。

（ 注3） ブラ ンド 使用料については、 純資産にグループ内取引を 除いた連結消去後の外部売上高に

料率を 乗じ て徴収額を 決定し ており ま す。

（ 注4） 当社では、 グループ内の資金の効率化を 図る こ と を目的と し たＣ ＭＳ （ キャ ッ シュ ・ マ

ネジメ ント ・ シス テム） を導入し ており 、 短期貸付金及び短期借入金の取引金額は期中平

均残高を、 長期借入金の取引金額は当期の新規借入金額を 記載し ており ま す。

（ 1株当たり 情報に関する 注記）

1. 1株当たり 純資産額 3, 360円  85銭

2. 1株当たり 当期純利益 249円  73銭

（ 重要な後発事象に関する 注記）

1. 重量品建設事業の分社化（ 会社分割）

　 Ａ . 取引の概要

（ 1） 対象と なっ た事業の内容

　 重量品建設事業

（ 2） 効力発生日

　 2025年1月1日

（ 3） 本会社分割の方法

　 当社を分割会社、 NXエンジニアリ ン グ㈱を 承継会社と する 吸収分割です。

（ 4） 本会社分割の目的

　 当社の重量品建設事業を専門性のある 事業会社と する こ と によ り 、 役割と 責任を 明確化する と

と も に、 柔軟かつス ピ ーディ な意思決定が可能と なる こ と で、 競争力の強化と 、 時代に求めら

れる サービ ス を 創出する こ と を 目的と し たも のであり ま す。

（ 5） 吸収分割する 事業の規模

　 吸収分割する 事業の経営成績、 及び分割する 資産、 負債の項目及び金額は下記のと おり です。

　 　 売上高 50, 068百万円 2024年12月期

　 　 分割する 資産、 負債、 純資産の項目及び金額 ( 2024年12月31日現在)

　 Ｂ . 実施し た会計処理の概要

　 「 企業結合に関する 会計基準」 ( 企業会計基準第21号、 2019年1月16日) 及び「 企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する 適用指針」 ( 企業会計基準適用指針第10号、 20
19年1月16日) に基づき 、 共通支配下の取引での処理を予定し ており ま す。

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

（ 単位： 百万円）

合計 32, 430 合計 32, 430

流動資産 20, 325 流動負債 2, 355

固定資産 12, 105

純資産 26, 394

固定負債 3, 680

資産 負債
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東京都千代田区神田和泉町2番地

代 表 取 締 役 社 長 竹 添 進 二 郎

この謄本は、原本と相違ありません。

日 本 通 運 株 式 会 社


